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１．2017年度中間期のハイライト

中間純利益は、資金利益等の増加や経費削減により、5月公表からプラスで着地1

経営の効率性を示すROE（連結）は6％台を確保

2 非金利収入比率は順調に上昇し、ひろぎん証券加算後の非金利収入比率は33.6％

3
注力している中小企業向け貸出金・個人ローンとも平残は増加
⇒ 貸出金利息収入は、7月以降、前年同月比プラスで推移

4 不良債権比率は、経営改善支援等により1.25％と過去最も低い良好な水準を維持

5

配当は、当初予想を上回る増益となり、当初予想比2.0円増配の年間18.0円※に上方修正6
※株式併合後の配当金額

2
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(1) 2017年度中間期業績サマリー

2017年度中間期の損益は、経費の削減や与信費用の減少等があったものの、有価証券関係損益の減少を主因として、中
間純利益は前年同期比27億円減益の176億円、親会社株主に帰属する中間純利益は前年同期比57億円減益の150億円

資金利益および役務取引等利益等の積上げを図るとともに、一層の経費削減を実施した結果、中間純利益は単体・連結と
もに5月公表比プラスで着地

（億円）

( 増減率 ) 5月公表比

349 19

88 6

438 ( △2.3% ) 26

266 △ 10

171 ( △1.6% ) 35

39 2

8 3

237 ( △15.9% ) 64

176 ( △13.1% ) 53

187 ( △35.3% ) 5

150 ( △27.5% ) 19

△ 27

△ 45

△ 99

△ 7

△ 3

連 結 経 常 利 益 △ 102

△ 与 信 費 用うち

うち

前年同期比

△ 8

△ 3

△ 10

2017 年 度
中 間 期

経 費

コ ア 業 務 粗 利 益

△

資 金 利 益

コ ア 業 務 純 益

△ 57

有 価 証 券 関 係 損 益

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
中 間 純 利 益

中 間 純 利 益

経 常 利 益

△ 11

役 務 取 引 等 利 益 等



5

(2) 資金利益

資金利益は、低金利環境が継続するなか、貸出金利息収入の減少幅を縮小させたものの、外貨調達費用等の増加により、
前年同期比8億円の減少

前年同期比

貸出金利息 304 △ 1

有価証券利息配当金等 89 2

預金+NCD利息（△） 16 0

外貨調達費用等（△） 28 9

349 △ 8資金利益

2017年度
中　間　期

資金利益の内訳

貸出金利息
△1

平残
+15

利回り
△16

16年度中間期
357億円

△8億円

17年度中間期
349億円

資金利益の各項目の増減要因（平残・利回り）

（億円）

預金+NCD利息
±0

平残
±0

利回り
±0

有価証券利息
配当金等
+2

利回り
+17

外貨調達
費用等
+9

平残
△15

△ 94 △ 79 △ 90

10

72
50

△ 150

△ 100

△ 50

0

50

100

4月 5月 6月 7月 8月 9月

＜貸出金利息収入・前年同月比＞

（百万円）

単月でプラスに転じる



(3) 役務取引等利益等

役務取引等利益等は、アセットマネジメント業務利益が前年同期比2億円増加したものの、内国為替等利益の減少により、
前年同期比3億円の減少

コア業務粗利益に占める非金利収入比率は、30％台を確保（ひろぎん証券加算後は33.6％）

（億円）

前年同期比

投資銀行業務 16 1

うちｼﾝｼﾞｹｰﾄﾛｰﾝ等 10 2

うち対顧販売ﾃﾞﾘﾊﾞﾃｨﾌﾞ 2 △ 1

36 2

うち保険関連 14 △ 3

うち投資信託 11 0

うち金融商品仲介 2 1

うち外貨預金 7 3

個人ローン関連 △ 18 △ 2

内国為替等 54 △ 4

88 △ 3役務取引等利益等

2017年度
中　間　期

アセットマネジメント業務

非金利収入額および非金利収入比率の推移

6

85 87 88 83

37 39 34 36

13 14 15 16

28.8%

29.5%

30.5%
30.7%

23.0%

24.0%

25.0%

26.0%

27.0%

28.0%

29.0%

30.0%

31.0%

32.0%

0

50

100

150

200

250

14/上期 15/上期 16/上期 17/上期

非金利収入比率

135
140

（億円）

137

内国為替等

ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ
業務

コア業務粗利益 438億円468億円 474億円 448億円

投資銀行

役務取引等利益等の内訳

135

ひろぎん証券加算後

33.6%



144 142 145 138

130 123 128 128

58.5%
55.8%

61.0% 60.8%

-20%

-10%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

0

50

100

150

200

250

300

350

400

14/上期 15/上期 16/上期 17/上期 7※コアＯＨＲ＝経費／コア業務粗利益

経費は、人件費の減少を主因として、前年同期比7億円減少

コアOHRは前年同期比0.2ポイント改善し、60.8％

経費とコアOHR（コア営業経費率）の推移

物件費等

人件費

（億円）

経費の増減要因

(4) 経費

コアOHR

274 △9 265

（億円）

273 △7

人件費
△7億円

物件費等
±0億円

266

主な要因 前年同期比

賞与 △4

時間外手当 △1

退職給付費用 △1 等

△7

主な要因 前年同期比

減価償却費 ＋1

預金保険料 △1 等
±0

＋8



42,514 44,335 45,506 47,000 

18,687 

20,320 
21,872 

22,600 

3,336 

3,703 

5,248 
5,355 

14/上期 15/上期 16/上期 17/上期

32,058 33,433 34,116 34,634 

12,368 
12,909 

13,548 
14,309 

4,684 

5,143 
5,750 

7,941 

14/上期 15/上期 16/上期 17/上期

(5) 貸出金、預金等（預金＋NCD）残高

貸出金残高（平残）は、事業性貸出、個人ローン、地共貸出のいずれも増加し、前年同期比+3,470億円（年率+6.5％）

預金等残高（平残）は、個人預金、法人預金、公金金融預金のいずれも増加し、前年比+2,330億円（年率+3.2％）

（億円）

8

個人預金
+1,494億円
（年率+3.3%）

法人預金
+728億円
（年率+3.3%）

公金金融預金
+107億円
（年率+2.0%）

預金等（預金＋NCD）残高（平残）の推移貸出金残高（平残）の推移

（億円）
+3,470億円
（年率+6.5%）

※地共貸出は地方公共団体および公社向けの貸出

個人ローン
+761億円
（年率+5.6%）

事業性貸出
+518億円
（年率+1.5%）

地共貸出
+2,191億円
（年率+38.1%）

+2,330億円
（年率+3.2%）

56,884

49,110
51,485

53,414

74,956

64,537

68,358

72,626



中小企業向け貸出金（平残）および事業性貸出先数は、コンサルティング営業の強化等により順調に増加

EBMの高度化やPR強化等、本部主導による個人ローン増強に取り組んだ結果、前年同期比+748億円（年率+5.2%）

(6) 中小企業向け貸出金と個人ローンの状況

20,575 
21,488 

22,093 
23,226 

14/上期 15/上期 16/上期 17/上期

+1,133億円
（年率+5.1%）

中小企業向け貸出金（平残）の推移

9

28,013 
29,001 

29,656 29,914 

24,971 
25,771 26,326 26,524 

14/9末 15/9末 16/9末 17/9末

うちリテール層
（売上高10億円未満）

事業性貸出先数

+258先

+198先

個人ローン（フラット35含む）残高（平残）の推移

（億円）

8,687 8,879 9,158 9,440 

766 731 
730 

717 

3,065 
3,354 

3,632 
3,956 

564 
619 

684 

841 

52 

57 

74 

72 

14/上期 15/上期 16/上期 17/上期

15,026

13,134
13,640

住宅ローン
+282億円
（年率+3.1%）

フラット35
△13億円
（年率△1.8%）

不動産関連ﾛｰﾝ

+324億円
（年率+8.9%）

消費者ローン
+157億円
（年率+23.0%）

その他
△2億円
（年率△2.7%）

+748億円
（年率+5.2%）

14,278

（先）

事業性貸出先数の推移

（億円）



41 

21 

39 

11 

11 10 

20 

11 

14/9末 15/9末 16/9末 17/9末

11,571 
10,430 10,072 

7,594 

1,390 

1,440 
1,338 

1,338 

3,193 

3,520 
3,560 

2,989 

802 
800 

829 

829 

2,732 
2,698 3,771 

3,839 

14/上期 15/上期 16/上期 17/上期 10

有価証券残高（平残）は、国債等の償還により、残高は2,981億円減少

金利リスク量は、前年同期比減少

政策保有株式は、株式の発行体との対話を進めるなか残高を削減し、前年比12億円削減

(7) 有価証券

有価証券残高（平残）の推移

19,688

（億円）

政策保有株式等（私募リート含む）残高（末残）の推移

18,888
19,570

国債
△2,478億円
（年率△24.6%）

地方債
±0億円

（年率±0.0%）

外債
△571億円
（年率△16.0%）

株式
±0億円

（年率±0.0%）

投資信託等
+68億円
（年率+1.8%）

△2,981億円
（年率△15.2%）

16,589

（億円）

国債等

外貨外国証券

600 603
552 539

41 41

43 42

133 133

133 134

7

17 17

14/9末 15/9末 16/9末 17/9末

（億円）

金利デルタの推移 ※金利10bp低下時の時価変動額

△12億円
（年率△1.6%）

上場株式
△13億円
（年率△2.4%）

非上場株式
△1億円

（年率△2.3%）

関連会社株式
+1億円

（年率＋0.8%）

774 784
745

732 私募リート
±0億円

（年率±0.0%）



109 88 57 67

524
655

485 504

225

194

152 163

1.70% 1.79%

1.28% 1.25%

-2%

-2%

-1%

-1%

0%

1%

1%

2%

2%

3%

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

14/9末 15/9末 16/9末 17/9末

734

△9

△15

19

8

△ 0.04%

△ 0.06%

0.07%

0.03%

0%

0%

0%

0%

0%

0%

0%

0%

0%

-20

-15

-10

-5

0

5

10

15

20

25

14/上期 15/上期 16/上期 17/上期 11

与信費用は、事業再生をはじめとするお取引先の経営改善支援への積極的な取り組みにより、引き続き低水準を維持

金融再生法開示額は前年同期比40億円増加も、不良債権比率は1.25％と、過去最も低い良好な水準

金融再生法開示額と不良債権比率の推移与信費用の推移

(8) 与信費用と不良債権

（億円）

危険債権

要管理債権

破産更生債権等

不良債権比率（部分直接償却後）

与信費用比率
858

937

694

（億円）

+40億円

与信費用
△11億円
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(9) 自己資本とROE

連結自己資本比率は、11.39％と十分な水準を確保

連結ROEは、純資産が順調に増加するなかで、6％台を確保

連結自己資本比率および劣後調達残高の推移 ROE（連結）の推移

460 

260 250 

150 

12.17% 12.16% 11.90%
11.39%

0%

2%

4%

6%

8%

10%

12%

14%

0

100

200

300

400

500

600

14/9末 15/9末 16/9末 17/9末

連結自己資本比率

劣後調達
残高

（億円）

3,679 

4,366 4,438 
4,557 

3,000

3,200

3,400

3,600

3,800

4,000

4,200

4,400

4,600

4,800

5,000

14/9末 15/9末 16/9末 17/9末

純資産
（連結）

（億円）

連結ROE

純資産＝〔期首純資産の部合計(新株予約権除き) + 中間期末純資産の部合計(新株予約権除き)〕/2

<参考>国際統一基準

12.32%

7.0%
8.5%

9.4%

6.6%

0.0%

1.0%

2.0%

3.0%

4.0%

5.0%

6.0%

7.0%

8.0%

9.0%

10.0%
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(1) 環境認識と戦略の方向性

収益基盤の強化に向けた取組み

（P.22-25）

アセットマネジメント業務への

取組強化（P.17-19）

付加価値の高いバンキング業務への

取組強化（P.20-21）

259 397 545 897 1,352 1,350 

20代 30代 40代 50代 60代 70代以上

155 142 121

130 135
139

0

50

100

150

200

250

300

2017年 '20年 '30年

（万人）

（出典）広島県ホームページ、国立社会保障・人口問題研究所ホームページ

50歳以上人口（割合）

50歳未満人口（割合）

現役世代2.4人で
65歳以上1人を支える

（2012年時点）

現役世代1.7人で
65歳以上1人を支える

（2030年時点）

社会保障費
の負担

（注）現役世代…20～64歳

285 277
260

うち現預金残高

（万円）

金融資産を多く保有する
シニア層が増加

資産形成層は
将来の備えが必要

348

596

930

1,592

2,133 2,072

（45.6%）

（46.5%）
（51.3%）（54.4%）

（53.5%）
（48.7%）

広島県人口の状況 世代別保有金融資産額（2014年）

0.500

1.000

1.500

2.000

'07/12末 '08/12末 '09/12末 '10/12末 '11/12末 '12/12末 '13/12末 '14/12末 '15/12末 '16/12末 '17/3末

国内銀行の貸出約定平均金利（フローレート）

（出典）日本銀行

（％）

長期

短期

金利競争からの脱却には、
付加価値の高いサービスの提供が必要

貸出約定金利の低下は継続

（出典）総務省「全国消費実態調査」

持続的な成長の実現
（親会社株主に帰属する当期純利益：300億円以上）
新たな成長ドライバーの確立
（非金利収入比率：40％以上）

「中期計画2017」の実現

付加価値の提供による競争力の向上



貸出金 ＵＰ
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(2) 持続的な成長の実現に向けて

「中期計画2017」では、付加価値の高い「バンキング業務」（ＢＫ業務）への取組みに加え、新たな成長ドライバーとして
「アセットマネジメント業務」（ＡＭ業務）への取組みを強化することで、持続的な成長を図る

従来（マイナス金利政策導入以前） 「中期計画2017」に掲げる経営戦略

有価証券 ＵＰ

預金等 ＵＰ

貸出金および有価証券運用が収益の柱
付加価値の高いBK業務から得られる収益および
AM業務を通じた非金利収入を収益の柱とする

資産 負債

内部留保 ＵＰ

自己資本

安定的な個人預金
の増強

市場環境に応じた適切な
リスクテイク

資産 負債

有価証券 DOWN

預金等 ＵＰ

内部留保 ＵＰ

自己資本

貸出金 ＵＰ

「お客さま本位の業務
運営」を実践

安定的な資産形成に
資する取組み

ＡＭ業務（ひろぎん証券含む）

 コンサルティングの提供による
地元中小企業向け貸出の推進

本部主導による効率的な個人
ローンの推進

質の伴った「量」の拡大

非預金へ
シフト

ＢＫ業務

ｺﾝﾄﾛｰﾗﾌﾞﾙなﾘｽｸﾃｲｸを通じた
ﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵの入れ替え

非預金残高の積上げ

P/L P/L
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(3) 営業推進体制の強化

当行グループを挙げてアセットマネジメント業務（ＡＭ業務）および付加価値の高いバンキング業務（ＢＫ業務）の取組強化に
向け、高い専門性の発揮による顧客サービスの向上を図る

法人

これまでの営業推進体制イメージ 新たな営業推進体制イメージ

ひろぎん証券
との連携

名称 現状の人員
（2017.10月末時点）

コンサルティングアドバイザー 約300名●●●

エリアリテール担当 約290名●●●

特定法人担当（主に法人を担当） 約80名●●●

合 計 約670名●●●

名称 人員
（2017.3月末時点）

マネーコンサルタント 約230名

エリア渉外 約310名

特定先渉外（主に法人を担当） 約100名

合 計 約640名

個人 ＢＫ業務 ＡＭ業務

マネー
コンサルタント

エリア渉外

事業性貸出・個人
ローンの推進

金融資産運用の
提案

金融資産運用の
提案

コンサルティング
アドバイザー
（CA）

金融資産の運用
に限らずローンも
含めてあらゆる
資産形成ニーズ
に応える

エリア
リテール担当
（AR)

 「事業性評価」「事
業承継」を軸とした
お客さまニーズの把
握強化

総合的なソリュー
ションの提供

Ａ
Ｒ
・
Ｃ
Ａ
が
協
業※

※具体的な協業業務：アパートローン・法人オーナーの資産運用等

BK・AM業務体制を確立し、
役割を明確化

高い専門性の発揮による
顧客サービスの向上

+70名

+30名

高い専門性を有した人財を育成
業務に則したキャリアパスモデルの構築を検討

戦力の増強
働き方改革の推進や

店舗戦略の展開等を通じて

更なる戦力の増強を図る

（詳細はP.22）

＜ 中 計 期 間 中 ＞
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(4) アセットマネジメント業務への取組強化① ～銀証連携～

顧客本位の業務運営（フィデューシャリー・デューティー）の実践に向け、ひろぎんグループ一体となりお客さまのニーズや
真の顧客利益に適う商品・サービスを提供するとともに、金融商品仲介口座数および残高の積上げを図る

金融商品仲介業務の推進

積極運用型商品（株式・EB債等）の提案
＋

安定運用型商品の拡充

安定運用型商品で
裾野拡大

相続関連ビジネスへの
取組強化

将来的な証券口座の一本化

相続ニーズの紹介

金融商品仲介口座の
獲得強化

証券取引ニーズの紹介

共同店舗の拡大

ワンストップ機能の提供

銀証一体運営の推進

設立 2008年1月（ひろぎんウツミ屋証券）

完全子会社化 2017年6月

資本金 50億円

店舗数/従業員数 24店舗※ / 247名

仲介形態 仲介型/紹介型（併用）

ひろぎん証券の概要

 当行から相続・事業承継担当
者を派遣（出向）

 各営業店（証券）に「コンサル
営業推進委員」任命

 既存証券店舗の共同店舗化
 マーケットポテンシャルが高い
証券の店舗空白エリアへの
拠点新設

 仲介専担チームの組成

5,400 5,561 
5,878 

737 
876 

1,136 

9,049 
8,690 

9,008 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

16/3末 17/3末 17/9末

金融商品仲介口座開設先
（先）

（末残・億円）

ひろぎん証券・
プロパー残高

ひろぎん証券・
仲介残高

7,014

6,437

6,137

※2017年9月末時点：ｺｰﾙｾﾝﾀｰ含む



マーケットポテンシャルの高い
店舗空白エリア（証券）に拠点新設

＜参考＞ひろぎん証券のネットワーク（広島県内）
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当行・個人預金残高
（2017年度上期平残）

：3,000億円以上

：2,000億円以上

：2,000億円未満

：広島銀行店舗
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720 712 691

102

317

195

104

145

167

59

9

12

37

41

57

24

14年度 15年度 16年度 17年度見込

19

シニア層向けビジネス（相続関連業務）成約件数の推移

(5) アセットマネジメント業務への取組強化② ～富裕層ビジネスへの取組み～

（件）

24,597 
32,331 

44,723 
53,979 

14/9末 15/9末 16/9末 17/9末

ストック収益増強に向けた平準払い保険の獲得

+9,256件
（年率+20.7％）

（件）※有効契約件数

相続関連業務への取組強化

相続関連ニーズの高まり

何
を

 民事信託
 遺言代用信託
 遺言信託
 暦年贈与信託 等

誰
が

 ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄﾊﾞﾝｶｰ(本部)
 営業店担当者

（出典：広島国税局）

ニーズに応じたサービスの提供

1級ﾌｧｲﾅﾝｼｬﾙ･ﾌﾟﾗﾝﾆﾝｸﾞ技能検定
（資産相談業務）取得者数

約290名（2017年9月時点）

地銀第１位地銀第１位

（広島県の状況）

相続・贈与を切口としたシニア層向けビジネスへの取組みを強化するとともに、法人オーナー対策を強化する

お客さまの安定的な資産形成に資する取組みを通じた「フローからストック型のビジネスモデル」への転換を図る

＜2015年1月から＞

3,000万円＋600万円
×法定相続人数

＜2014年12月まで＞

5,000万円＋1,000万円
×法定相続人数

＜2015年＞

5,724人
（6.6％）

＜2014年＞

2,839人
（3.3％）

課税対象被相続人数
（全体に占める割合）

倍増倍増

相続税基礎控除額
民事信託

遺言信託

暦年贈与信託

遺言代用信託

その他

323

1,008

1,262

（17
年
度
上
期
実
績
）

事業承継ニーズに応える事業保険の獲得

108 
74 

183 

353 

14/9末 15/9末 16/9末 17/9末

（件）

+170件
（年率+92.8％）

981



151

319

370
392

14年度上期 15年度上期 16年度上期 17年度上期
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(6) 付加価値の高いバンキング業務への取組強化① ～事業性評価の推進～

定性分析をはじめとした事業性評価により、コンサルティング型融資商品の提供等、総合的なソリューションを提供

また、「船舶ファイナンス部」を新設し、瀬戸内海事クラスターの一員として、地場産業である造船・海運業の持続的成長・
発展に貢献できる体制を構築

震災時元本免除特約付き融資

特

長

 震度6強を観測すると損害に関係なく元本を免除（100％ま
たは50％）

 直接的被害（建物・設備等）だけでなく、間接的被害（仕入
先の被害等）にも対応可能

<ひろぎん>健康経営サポートローン

特

長

 生産性向上に繋がる健康経営への取組みをサポート
 「㈱エムティーアイ※」と提携し、健康経営向上に繋がるシ
ステムツール（アプリ等）を従業員に1年間無料提供
※「㈱エムティーアイ」は「music.jp」「ルナルナ」等のサイト・アプリを提供する東
証一部上場のモバイル・コンテンツ企業

全国初

全国初

定性分析に基づくコンサルティング型融資商品の提供

顧客理解・経営課題の抽出に向けた定性分析への取組み

（先）

5,082 5,028 

5,343 

5,605 

'16/3末 '16/9末 '17/3末 '17/9末

「船舶ファイナンス部」の新設

 当行の地元4県は海事関連産業の一大集積地
 当行の事業性貸出金ポートフォリオにおいて最大の割合を
占める

 市況・為替等変動要因により、業績が大きく変動

（億円）
＜造船・海運業向け貸出残高（末残）推移＞

「船舶ファイナンス部」を新設（2017年11月6日）

 顧客との強固なリレーションに基づき、最適なソリュー
ションを提供

 船舶・海運業界の情報を正確かつスピーディーに把握・
分析し、より一層お取引先を支援する体制を構築

 計画的な人材育成を強化

地場産業である造船・海運業の
持続的成長・発展に貢献

「企業知的財産活用診断サービス」の活用

支援機関の知見を活用し、特許権・商標権を活用した
サービスを評価

自社の強みの再認識し、当行と共有することで、今後の
事業展開へ活用

全国初



(7) 付加価値の高いバンキング業務への取組強化② ～消費者ローンの推進～

21

営業店を介さない本部機能による推進を図るとともに、申込に係るペーパーレス化等により、効率的な推進体制を構築

また、PR強化等を通じて、目的別ローンの推進を図る

目的別ローンの推進

<ひろぎん>マイカーローン

個人ローンに係る効率的な推進体制の構築

374 386 409 420

245
298

432
490

15/上期 16/上期 17/上期 17年度見込

ｶｰﾄﾞﾛｰﾝ

目的別ﾛｰﾝ

（億円）

684

841
910

（DM） （SMS） （ﾃﾚﾏ）

（窓口）（HP・IB）

EBMの高度化による本部主体の
効率的な推進

ダイレクトチャネル・電子サインを活用した
申込によるペーパーレス・印鑑レス化

広銀 太朗

受付（申込）システムとの連携による
審査回答までのスピードアップを実現

推
進

申
込

審
査

実
行

本部集中実行による営業店事務の
削減

（審査システム）

（本部）

619

PR強化（新テレビCMの放映）

<ひろぎん>の教育カードローン

＜消費者ローン（平残）推移・計画＞
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(8) 収益基盤の強化に向けた取組み① ～総括～

働き方改革 店舗戦略

「働き方改革の推進」および「店舗戦略の展開」を併進することにより、営業推進時間および人員を捻出するとともに、
経営資源の再配分による営業力強化を図る

 全従事者の意識・行動改革風土の改革

業務の改革

 統合営業支援システムの全面稼動
 営業店事務レス化プロジェクト
 本部における業務効率化
 AI活用による与信モデル構築
 RPA活用による業務効率化

制度の改革

 長時間勤務の是正に向けた取組み
（PC自動ログオフ・勤務間インターバル制度）

 ダイバーシティの推進
（女性の活躍促進・キャリア採用者の戦略的配置）

付加価値の高いバンキング業務、アセットマネジメント業務および
有望マーケットへの戦力再配置

営業力強化

「働き方改革推進本部」
（2017年10月新設）

 頭取を本部長とする「働き方改革推
進本部」を創設

 働き方改革の推進により、競争力の
向上を図る

 キャリア採用者や女性従事者等、営
業店・本部に拘らず、幅広い意見を積
極的に取り入れる

営業推進時間＆人員捻出（中計期間中300名程度）

 次世代を見据えた革新的な店舗への変革
＊八丁堀支店で試行開始（2017.12.18～）
⇒観光案内所を併設、
ロボット・コンシェルジュの導入

 <将来の展望>中核店舗（ハブ店舗）＆小型・軽量化店舗（スポーク店舗）
体制の構築

≪捻出人員≫
2017年9月 約40名
2018年3月 約140名（予定）

 事務レス化による店舗形態・機能の見直し
（フルサービス店舗・コンサルティング特化店舗・事務処理特化店舗等）

 マーケット特性に応じた店舗役割の明確化

ロボット・コンシェルジュ

「ロボピン」
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(9) 収益基盤の強化に向けた取組み② ～営業店における働き方改革の取組み～

営業推進に係る時間・人員の捻出により、組織の生産性向上を強力に進めていく

統合営業支援システム「TomorrowNavi」の全面稼動 「営業店事務レス化プロジェクト」の開始

顧客管理（法人・個人）

従来のシステム

渉外係

融資係

顧客

行動管理

事業性貸出

金融商品販売

個人ローン

入力システムが
複数（分散管理）

顧客管理（法人・個人）

TomorrowNavi

渉外係

融資係

顧客

行動管理

事業性貸出

金融商品販売

個人ローン

入力システムを
統一

申込（契約）は
紙媒体

＜従来＞

電子契約が可能

営業推進時間の捻出、情報活用・提案の
高度化等により成果を拡大

2017年6月

稼動

（スタッフ）

窓口

後方
事務

ロビー

（責任者）

（行員）（スタッフ）

窓口

ロビー

（スタッフ）

コンシェルジュ

（スタッフ） （スタッフ） （スタッフ）

（スタッフ）

ナビゲーター

（スタッフ） （スタッフ） （スタッフ）

＜現状＞

「 営業店事務レス化プロジェクト」

① ペーパーレス・印鑑レスの徹底

②徹底した事務レス
業務フローの見直しによる不要業務の廃止・
本部集中化

③ 役席レス
事務処理権限の見直し・業務システム化

④ セルフ取引の推進
待ち時間を活用した事前手続きを要請

効果的な経営資源の再配置

処理を依頼

受付・処理

後方
事務

＜導入後＞ ＜将来＞

ロビーで顧客ニーズに応じた取
引へ誘導

対面取引を窓口のみで完結

後方事務の削減により捻出した
人員を推進部門へ再配置
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(10) 収益基盤の強化に向けた取組み③ ～本部における働き方改革の取組み～

2018年2月の本店仮移転を契機に、生産性向上に向けた取組みの試行を開始

内線携帯の導入＆機能追加

フリーアドレスの導入

コラボレーションエリアの配置
部門間の壁を越えたコラボレーションの促進

保管コスト・
印刷コストの削減

時間を有効に活用し、
付加価値の高いサービスを提供する

印

電子決裁ワークフローの導入

意思決定スピードの
飛躍的な改善

2017年度下期
試行開始予定
＊仮移転先にて試行

モバイルPCの導入

2017年8月
試行開始

2017年度下期
試行開始予定
＊仮移転先にて試行

2017年度下期
試行開始予定
＊仮移転先にて試行

ペーパーレス化

2017年8月
既存文書の廃棄・電子化開始

2018年2月（予定）
既存文書の8割削減



実証実験

(11) 収益基盤の強化に向けた取組み④ ～新たなサービスへの取組み～

FinTech等を活用した新サービスの創出により、新たな収益機会の創出・業務効率化を図る

人工知能（ＡＩ）を活用した与信モデル構築の検討

25

倒産先に共通する相関関係をAIで網羅的に抽出

倒産確率算出

口座残高推移データ財務データ

・利益系指標
・流動性指標
・売上高等増加率
・自己資本比率 等

将来的には、

 自動審査化による審査要員の再配置（推進部門）
 個社別の事前与信枠設定による攻めの営業推進
 他の銀行業務全般へのAI活用
を検討

人工知能（ＡＩ）

RPA活用による業務効率化の実証実験開始

効果測定・
課題整理

ロボット
開発

対象業種
選定

業務A

業務B

業務C

業務D

業務A

業務B

業務C

業務D

・・・

○

△

○

×

パターン化

パターン①

業務A

業務X

パターン②

業務D

業務Y

＜対象業務（候補）＞
 外貨現金管理業務
 クレジットカード申込受付・カード発行業務 等

RPA（ロボッティック・プロセス・オートメーション）とは…
 ソフトウェアロボットに人間のＰＣ作業をそのまま記憶させ代
替して実施させることで、人的作業の自動化を図るソリュー
ション

・・・

本
格
稼
動

①人間が作業

②ロボットが記憶

事務削減により捻出した経営資源の再分配を検討

と連携



地域のお客さまと共に成長を続ける『総合金融サービスグループ』を目指します！～真のファースト・コール・バンクグループとなるために～

４. 2017年度の業績予想
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0 ̶うち 貸 出 金 利 息 304 305 609

109 259 28
親 会 社 株 主に 帰属 する
当 期 （ 中 間 ） 純 利 益

150

275 57当 期 （ 中 間 ） 純 利 益 176 99 △ 24

△ 53

144 381 71経 常 利 益 237 △ 51

うち △ 与 信 費 用

52 739 13うち 有価証券関係損益

15 23 138

△ 63

△ 4

コ ア 業 務 純 益 171

543 △ 10266 277 △ 4

△ 33

△ 経 費

140 311 46

84 172 12

コ ア 業 務 粗 利 益

88

417 855 37438

役 務 取 引 等 利 益 等 △ 5

△ 36

349

5月
公表比

2017年度
予想上期

実績
下期
予想

333資 金 利 益 682 24

前年比

△ 32
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(1) 2017年度の業績および配当予想

2017年度の業績は、当期純利益275億円、親会社株主に帰属する当期純利益259億円と、5月公表比＋28億円を見込む

今年度の配当については、配当目安テーブルに則り、5月公表比2円増配の年間18円の配当を予想

2017年度業績予想 配当目安テーブルと2017年度の配当予想

親会社株主に帰属する
当期純利益

１株当たり配当金額

連結配当性向

①安定配当
②業績連動
配当 ①＋②

330億円超 12円 12円 24円 20.8%以上～22.7%未満

300億円超～330億円以下 12円 10円 22円 20.8%以上～22.9%未満

270億円超～300億円以下 12円 8円 20円 20.8%以上～23.2%未満

240億円超～270億円以下 12円 6円 18円 20.8%以上～23.4%未満

210億円超～240億円以下 12円 4円 16円 20.8%以上～23.8%未満

180億円超～210億円以下 12円 2円 14円 20.8%以上～24.3%未満

180億円超～180億円以下 12円 0円 12円 20.8%以上～

（単位：億円）

(注)2017年10月1日に実施いたしました株式併合（2株を1株に併合）後の配当目安テーブルを掲載しております
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本資料に関するご照会先

株式会社 広島銀行 総合企画部 （IR担当：矢舗、淺野）

電話：082-504-3823

FAX：082-504-0171

URL：http://www.hirogin.co.jp/

本資料には、将来の業績等に関する記述が含まれています。

こうした記述は、将来の業績等を保証するものではなく、不確実性を内包するものです。

将来の業績は、経営環境の変化等により、目標対比異なる可能性があることにご留意下さい。


